
川崎市上下水道局固定資産使用料減免基準要綱 

（平成１９年３月３０日１８川水総管第７９０号）  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市上下水道局財務規程（昭和３９年川崎市水道局規

程第８号。以下「財務規程」という。）第１４９条の１０の規定に基づいて

行う固定資産の使用料（以下「使用料」という。）の減額又は免除について

、必要な事項を定めるものとする。 

（減免の認定） 

第２条 使用料の減額又は免除を行う場合は、別表のとおりとする。 

（算定方法） 

第３条 減額が認められる場合の使用料は、川崎市上下水道局固定資産使用料

算定要綱（昭和４９年２月２８日４９川水総管第４４号）の規定に基づき算

定した使用料を次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定める算

式により算定した額とし、算式中の減額率は５０％とする。ただし、特に必

要があると認める場合は、上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）

がその都度定める。 

（１）使用料に消費税及び地方消費税相当額を含まない場合 

算式 

減額後の使用料＝使用料－（使用料×減額率） 

（２）使用料に消費税及び地方消費税相当額を含む場合 

算式 

減額後の使用料＝｛（使用料－消費税及び地方消費税相当額）－（使用料

－消費税及び地方消費税相当額）×減額率｝×１００分の１１０ 

（委任） 



第４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、管財課長が定める。 

附 則 

この基準は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この基準は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に固定資産の使用を許可したものについては、なお

従前の例による。 

附 則（平成２７年１月３０日２６川上総管第２４５０号） 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月１８日３０川上経管第４９２号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月２５日３１川上経管第９９１号） 

（施行期日）  

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の要綱の規定は、固定資産を使用する日がこの要綱の施行の日以後

である固定資産の使用許可について適用する。 



別表 

減免の適用条項 減額又は免除できる場合 

財務規程第１４９条の１

０第１項第１号 

国、地方公共団体その他公共団体において、

交通安全対策事業、防災対策事業、環境対策事

業その他の事業のために使用するとき。

財務規程第１４９条の１

０第１項第２号 

町内会、自治会等公共的団体において、掲示

板又は防犯灯の設置等公益事業に使用するとき

。 

財務規程第１４９条の１

０第１項第３号 

宅地から上下水道局において所管する土地を

通行しないと公道に出られないとき。 

汚水管、雨水管、給水管その他これに類する

ものを上下水道局において所管する土地にやむ

を得ず設置するとき。 

本市水道事業、工業用水道事業又は下水道事

業と密接に関連する事業のために使用するとき

。 

交通安全対策事業、防災対策事業、環境対策

事業その他管理者が特別の理由があると認める

とき。 

財務規程第１４９条の１

０第２項 

地震、火災、水害等の災害により固定資産の

使用許可を受けた者が、当該資産を使用の目的

に供しがたい場合に、管理者が災害の状況やそ

の程度を考慮して、必要と認めたとき。 


